山口県「指定障害福祉サービス事業所大藤園」虐待事件に対する声明
　
　　山口県下関市の指定障害福祉サービス事業所大藤園における利用者に対する職員からの虐待・暴行事件が2015年5月、テレビ報道により明らかにされた。 言語道断の決して許すことのできない事件であり、虐待の被害者の方々ならびにご家族の苦痛、心労に対し、痛みと怒りを共有させていただきたい。
原因と責任の所在を明確にするとともに、被害者の方々の心のケアを行い、加害者に相応の刑事上・民事上の責任を負わせなければならない。また、利用者の方々が今後も安心して活動ができるように、大藤園の運営主体である社会福祉法人開成会に対して何らかの処置を講じるべきである。
また、この事件で見過ごすことができないのは、下関市の対応である。報道によると一年以上前から、同施設内において虐待とも思われる職員による不適切な行為があるとの通報を得ていたにもかかわらず、対応できていなかったということである。
障害者虐待防止法が2012年10月に施行された。それ以降、社会において障害者への虐待に対する関心が少しずつ高まり、さまざまな取り組みが進んできている中での事件である。2013年末に、千葉県の施設において、虐待による死亡事故が起きているが、その際にも地方公共団体（この場合は千葉県）によるチェック・防止機能の脆弱性と国が責任を持って重大案件にかかわる体制の整備の必要性を指摘してきた。本年は同法の見直しの年であり、再発防止のためにも、自治体任せの防止体制ではなく、しかるべき第三者機関の介入を可能にすることや国の権能の強化などの改正を求めていく。
また、2014年1月、日本は障害者権利条約を批准し、条約遵守の法的義務が生じた。同条約第16条は「搾取、暴力及び虐待からの自由」を規定している。虐待の防止と虐待を受けた被害者の身体的及び心理的な回復及びリハビリテーション等の措置が締約国の義務とされている。特に同条第3項では「締約国は、あらゆる形態の搾取、暴力及び虐待の発生を防止するため、障害者に役立つことを意図した全ての施設及び計画が独立した当局により効果的に監視されることを確保する」との規定があり、第三者機関の設置を強く求めていく。
DPI(障害者インターナショナル)日本会議は、どんなに重い障害を持つ人でも障害のない人と共に平等に地域で自立した生活をすることができる社会づくりのために、障害種別を超えた団体として活動してきた。地域で安心して生活することができる条件整備の一つとして、障害者に対する虐待をなくしていく努力を続けていく。
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